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１ 制度の目的  

本事業は、県内企業の新型コロナウイルス感染症拡大に伴う国際的なサプライチェーン

（供給網）の見直しによる国内外における新たな供給網構築の検討を支援することにより、

県内企業の今後における事業継続の強化を図ることを目的としています。 

２ 助成対象となる企業 

  新潟県内に事業所を有する中小企業者（※）で、下記のすべてに該当する企業 

※ 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に規定する中小企業者 

   ① 現在、海外から原料・部品等を調達しており、調達先を他の国や日本国内へ変更や

追加することを検討している企業。 

   ② 当該助成金の申請と同一の内容について、国・県・市町村、又はそれらが設立主体

の公益法人等（ＮＩＣＯを含む）が補助するものの利用がない企業。 

ただし、暴力団、暴力団員及びこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する 

者は除く。 

３ 助成対象事業 

  助成対象事業は、国内外における複数の供給網構築のための調査にかかる事業 

  例：自社による調査、コンサルへの調査委託 

 

４ 助成対象期間 

  交付決定日から令和３年２月末までに事業が実施され、支払われた経費が対象です。 

 

５ 助成対象経費 

助成対象 

経費 
内容 助成率 

助成 

限度額 

旅費 

・社員旅費 

※国内旅費は1名分まで（海外旅費は2名分まで）、同一の相 

手方との打ち合わせは２回分までを助成対象とします。 

 ※当該助成事業以外の目的での業務に係る旅費は助成対象 

となりません。 

【〇対象経費例】海外渡航時のエコノミークラス航空券代、

空港までの乗車券、宿泊代（上限額はP5）等 

【×対象外経費例】指定席券（空港連絡鉄道の場合は助成対

象）、グリーン券、海外旅行保険代 

助成対象 

経費の２ 

分の１以 

内 

150万円

以内 

謝金 ・外部専門家（コーディネーター、アドバイザー等）に対する
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謝金 

【〇対象経費例】専門家に対する謝金 

【×対象外経費例】外部専門家に対する年額・月額謝金 

通訳・翻訳

費 

・助成事業で使用する資料等の翻訳、通訳に要する経費 

【〇対象経費例】現地調査時の通訳費、資料作成時の翻訳費 

【×対象外経費例】自社の日常業務の通訳・翻訳費 

通信運搬

費 

・サンプル等の輸送費 

【〇対象経費例】サンプル輸送費、サンプル輸送にかかる通

関費用 

【×対象外経費例】自宅発または自宅着の宅配代、電話代、イ   

ンターネット利用などの通信経費          

委託費 

・助成事業者が直接実施することができない又は適当でない

ものについて、他の事業者に行わせるために必要な経費 

※提案費、旅費、宿泊費、事務費等、委託内容の内訳が必要で

す（精算時には、各経費の証拠書類、報告書が必要です。） 

【〇対象経費例】コンサルへの調査委託費、コンサル旅費 

【×対象外経費例】月額や年間の契約費用 

その他必

要と認め

る経費 

内容については、事前にNICOと協議してください。 

※調査後の供給網構築の「実施」にかかる経費は補助対象外です。 

 

６ 本助成制度の利用回数 

   今年度の当該事業に申請できるのは、1社１回とします。 

 

７ 申請方法 

（１）提出書類  

○ 助成金交付申請書（第１号様式） 

○ 事業計画書（第１号様式別紙１）  

○ 暴力団の排除に関する誓約書（第１号様式別紙２）  

○ 添付書類 

・ 会社概要が分かる資料（会社案内、パンフレット等） 

・ 直近２期分の財務諸表の写し  

（２）提出部数  正本１部 副本６部 

（３）助成事業の決定方法について 

① 採否の決定 
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   提出書類に基づき審査を行い、採否を決定し、結果は文書で申請者に通知します。 

② 注意事項 

  ア 審査の結果、交付決定額は助成金申請額より減額する場合があります 

  イ 応募多数の場合は、新規申請者を優先し予算の範囲内で助成するため、交付決定額

は助成金申請額より減額する場合があります。 

  ウ 審査に関するお問い合わせには一切応じられませんので、予めご了承ください。 

８ 申請書類提出期限 

令和３年１月８日（金）まで随時受付（当日消印有効） 

※ 申請書類受付後、採択決定まで約1か月必要です。（状況によって変動あり） 

また、助成対象経費は採択決定日から令和3年2月末までに事業実施・支払いを完了し 

た事業です。 

 

９ 審査項目・内容 

以下の項目・内容について、申請内容を審査します。 

①調査内容の妥当性（調査に至る経緯の妥当性、調査内容の妥当性） 

②課題設定の妥当性（現状分析の妥当性、課題設定の妥当性） 

③期待される効果（調査により期待される事業効果、成長発展につながる計画であるか） 

 

10 注意事項 

（１）申請時の注意事項 

① 「交付決定通知書」の受領後でないと、助成対象となる経費支出等はできません。 

※ 審査の結果、採択が決定されると、採択者に対し、「交付決定通知書」が通知され

ます。対象となる経費の発注・契約・支出行為は、交付決定日以降からです。 

② 交付決定後の金額は、実施事業の内容により減額される場合があります。 

（２）助成対象経費に係る注意事項 

① 助成対象経費について 

  以下の条件に適合していることが必要です。 

ア 助成対象事業として決定を受けた事業実施のために必要な最小限の経費 

イ 助成対象期間内（２月末日まで）に契約、支払、事業実施が完了した経費 

ウ 証拠書類（請求書、領収書等）によって助成対象（使途、単価、規模等）の確認が

可能であり、かつ、本事業に係るものとして明確に区分できるもの。 

  ・助成事業以外の用務が一連の旅程に含まれる場合は、用務の実態を踏まえ、按分

等の方式により助成対象経費と助成対象外経費に区分してください。 

  ・サンプル等の事業対象外のものと併せて輸送した場合は、輸送料を案分するので

内訳が分かる書類を整備してください。 

② 助成対象外となる経費（共通事項） 

ア 助成対象外となる経費の例(1)（ＷＴＯ協定関係） 

本助成金が、ＷＴＯ（世界貿易機関）上の協定である「補助金及び相殺措置に関する
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協定」に抵触しないよう、次のような経費は助成対象外とします。 

（ア）県内の商品・製品を営利目的に、海外で継続して販売・営業するための経費（上

記４（１）のテストマーケティング費用は除く） 

・県内の商品・製品を販売・営業するため、商社、代理店等に支払われる経費 

・「海外販売・営業拠点」を設立するための経費 

（イ）県産品の海外における売上拡大に伴う原材料費、営業費用等に係る経費 

（ウ）海外展開における販売・営業上の損失を補てんする経費 

イ 助成対象外となる経費の例(2)（その他） 

（ア）助成対象期間内に契約から支払までの一連の手続が行われていない経費 

（イ）助成事業とは関係のない経費 

（ウ）領収書等の支払証拠書類が不備の経費 

（エ）他の取引と相殺して支払が行われている経費 

（オ）公租公課（消費税）、各種手数料（振込手数料、海外送金手数料等） 

（カ）食事代、土産代、人件費（給与、残業手当等の諸手当）、日当、海外旅行保険

代、電話代、インターネット利用などの通信経費、認証取得に関する経費  

（３）交付決定後の注意事項 

助成金の交付決定を受けた場合は、以下の事項を守らなければなりません。 

  ① 助成事業の内容を変更しようとする場合は、事前に承認を得ること 

    ※ 助成事業は原則、採択・交付決定を受けた内容で実施するものですので、交付決定

後の申請内容の変更は原則認められません。 

    ※ 支出予定額が申請額から 20％以上増減する場合は変更申請の提出が必要です。 

   ② 事業を中止又は廃止する場合は、速やかに承認を受けること 

  ③ 事業報告書等の提出書類を遅滞なく提出すること 

    ※ 期日までに提出できない場合は助成金を受け取れなくなります。 

  ④ 事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行うこと 

    ※ 支払などの際に、他の経費と合算して支払などが行われた場合、その経費が対象外

になる場合がありますのでご注意ください。 

⑤ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を事業が完了した日の属す

る年度の終了後５年間保存すること 

⑥ 事業実績（商談状況を除く）及び助成金交付額等について、ＮＩＣＯのホームページ上

で公表することに同意すること 

  ⑦ 事業終了後３年間、助成事業成果の報告及び助成事業に関する調査に協力すること 



 

 

 

 

Ss宿泊費上限額 


